ジャパン・プラットフォームＮＧＯユニット規約

第１条　特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォーム（以下、ＪＰＦとする）の目的を達成するため、ジャパン・プラットフォームＮＧＯユニット（以下、ＮＧＯユニットとする）は、加盟ＮＧＯ全体の利益を代表して、効果的に提案や意見表明及び問題提起を行う一方、参加セクターとして求められる義務を果たすことを通じて、積極的にＪＰＦの運営に関与する。

第２条　ＮＧＯユニットは、任意団体として、加盟ＮＧＯにより構成される。

第3条 次の事項をもって、ＮＧＯユニットの加盟資格とする。

（1） ＪＰＦ並びにＮＧＯユニットの趣旨に賛同し、協力して運営に参画する意思があると認められること。

（2） 国内外で起こる自然災害の被災地域、紛争地域または途上国における援助活動のいずれかを行う一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、公益財団法人、または特定非営利活動法人などであること。

（3） ＪＰＦの賛助会員となる意思があると認められること。

第4条 ＮＧＯユニットに加盟しようとするＮＧＯは、所定の書式に次の書類を添えて、代表幹事に加盟を申し込むものとする。加盟審査は、幹事会にて行う。

（1） 団体の定款

（2） 直近２年間の事業報告書及び収支計算書

（3） 直近１年分の活動報告書（ニュースレター等を含む）
（4） 役員名簿
（5） 誓約書

第５条　ＮＧＯユニットは、次の役員を置く。

（1） 代表幹事　１名

（2） 副代表幹事　若干名

（3） 幹事団体　８団体
但し、代表幹事、副代表幹事は個人とし、選出された幹事団体の構成員であることを条件とする。

第６条　役員は、全体連絡会において選挙により選出され、幹事会を構成する。

第７条　役員の任期は、２年間とする。但し、再任を妨げない。
２
任期途中で退任団体（者）が出た場合は、速やかに欠員補充のための選挙を実施する。但し、補充された役員の任期は、前項の規定にかかわらず、他の現任者の残任期間とする。

第８条　正副代表幹事は、次に掲げる職務を行う。

（1） ＮＧＯユニット全体連絡会の議長を持ち回りで務める。
（2） ＮＧＯユニットの代表としてＪＰＦ常任委員会に出席する。

（3） ＮＧＯユニットの加盟ＮＧＯの意見を取りまとめ、ＪＰＦ常任委員会においてＮＧＯユニットの利益を代表して意見を述べる。

第９条　幹事団体は、次に掲げる職務を行う。

（1） ＮＧＯユニットの代表として、正会員としてＪＰＦ総会に出席する。

（2） ＮＧＯユニットの加盟ＮＧＯの意見を取りまとめ、ＪＰＦ総会をはじめとしたＪＰＦ会議体に対して、ＮＧＯユニットの利益を代表して意見を述べる。
（3） ＮＧＯユニットを代表して、必要に応じてＪＰＦ各協議体に構成員として参画する。
第10条　役員が次の各号の一に該当するに至ったときは、全体連絡会において加盟団体の過半数の議決によりこれを解任することができる。

（1） 心身の故障のため、職務の執行に堪えないと認められるとき。

（2） 職務上の義務違反、その他役員としてふさわしくない行為があったと認められるとき。

第11条　ＮＧＯユニットの会議は、全体連絡会及び幹事会とする。

第12条　全体連絡会は、加盟ＮＧＯをもって構成する。

２　　　 幹事会は、幹事団体をもって構成する。

第13条　全体連絡会は、次の機能を有する。

（1） ＪＰＦの参加セクターかつ加盟ＮＧＯの集合体として、個々の加盟ＮＧＯが意見を開陳し、利益や意見を調整する場とする。

（2） 幹事団体８団体を選挙により選出する。

（3） ＮＧＯユニットの代表として、正副代表幹事を選挙により選出し、代表幹事及び筆頭副代表幹事をＪＰＦ常任委員会に派遣する。
２　　　 幹事会は、次の機能を有する。

（1） ＮＧＯユニットの運営を取りまとめる。
（2） ＮＧＯユニットで総意として合意された内容を、必要に応じてＪＰＦ常任委員会、理事会等に申し入れるための調整を行う。
第14条　定例全体連絡会は、原則１ヶ月に１回開催する。開催にあたっては、代表幹事より、開催日の５日前までに通知する。臨時連絡会は、幹事会の提議により、開催することができる。開催にあたっては、開催日の１日前までに通知する。

２　　　 幹事会は、原則１ヶ月に１回、全体連絡会前に開催する。臨時幹事会は適宜代表幹事が召集することができる。

第15条　加盟ＮＧＯは、幹事会が別に定めるＪＰＦの会費を納入しなければならない。ただし、入会が事業年度の後半期の場合、または退会が事業年度の前半期であった場合、当該年度の会費は半額とする。ただし、すでに支払った会費は返還されない。
２
退会したいＮＧＯは、代表幹事に書面をもって申し出ることで、任意に退会することができるが、すべてのJPF助成事業が完了していることを条件とする。
３　　　 会費の納入が数度の督促にもかかわらず１年以上滞った場合、そのＮＧＯは自動退会とする。

第16条　加盟ＮＧＯが次のいずれかに該当するときは、幹事会の議決を経て、全体連絡会に出席した加盟ＮＧＯの３分の２以上の議決をもって、これを除名することができる。
（1） この規約に違反する他、ＪＰＦの各規程に対して重大な違反または不履行があったと認められるとき。
（2） ＮＧＯユニットまたはＪＰＦの名誉を傷つけ、又は目的に反する行為をしたとき。
２
前項の規定により加盟ＮＧＯを除名しようとする場合は、議決の前に当該ＮＧＯに弁明の機会を与えなければならない。
第17条　ＮＧＯユニットの運営実務を司るＮＧＯユニット事務局は、ＪＰＦ事務局が兼ねるものとする。
附則

１
この規約は、平成１８年度第２回ジャパン・プラットフォームＮＧＯユニット全体連絡会の承認を経て、平成１８年１０月４日より施行する。

２　この任意団体の設立当初における役員の任期は、第８条の規定にかかわらず、この任意団体の成立の日から平成１９年３月３１日までとする。
３　この規約は、２０１９年度第５回ジャパン・プラットフォームＮＧＯユニット全体連絡会の議決により改正し、２０１９年８月２７日より施行する。
弊団体は、特定非営利活動法人ジャパン・プラットフォームの賛助会員として、任意団体であるジャパン・プラットフォーム NGOユニットの活動趣旨に賛同し、NGOユニットに加盟致します。また、NGOユニットの運営に関わる各種規則に従って、NGOユニット全体の利益に配慮し、NGOユニットに求められる義務を果たすことを通じて、JPFの運営目的に沿った形で積極的にJPFの運営に関与することを誓います。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　●年●月●日

（団体名）●●●●●●●

（代表者名および肩書き）　●●●●●●　印

